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21. 有効性評価における解析条件の変更等について 

1. 有効性評価における解析条件の変更について 

各シーケンスの有効性評価における解析条件の変更について1.1から1.4に，

解析条件の変更前後の評価結果を別紙 1 に示す。 

1.1 炉心損傷防止の有効性評価における解析条件の変更について 

東海第二発電所の重大事故等対策の有効性評価について，先行プラントの

審査状況，東海第二発電所の設備設計の進捗等を踏まえ，設置変更許可申請

時点から解析条件を変更した。第 1 表に主要な変更内容，以下に概要を示す。 

(1) 高圧・低圧注水機能が喪失した場合の原子炉減圧操作条件の変更 

申請時は，原子炉減圧操作条件として原子炉水位が原子炉水位異常低下

（レベル１）設定点に到達してから 10 分の時間余裕を考慮していたが，設

備設計の進捗に伴い運転手順に基づく前段の操作・確認事項（状況判断，

高圧代替注水系の操作失敗等）の積み上げ時間（約 25 分後）に変更した。 

(2) 炉心損傷防止対策における常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納

容器スプレイ冷却系（常設）のスプレイ流量の変更 

申請時は，従前の運転手順に基づき常設低圧代替注水系ポンプを用いた

代替格納容器スプレイ実施時の流量として 110m３／h を設定していたが，

申請解析において格納容器圧力が徐々に上昇していることを踏まえ，圧力

抑制が可能な流量としてスプレイ流量を 130m３／h に変更した。なお，運

転手順についてもスプレイ流量の目安を同様に変更する。 
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(3) 常設低圧代替注水系ポンプを用いた代替格納容器スプレイ冷却系（常設）

のスプレイ停止基準の変更 

申請時は，従前の運転手順に基づき代替格納容器スプレイの停止の基準

を，サプレッション・プール水位がウェットウェルベントラインから 1ｍ

下に到達した時点と設定していたが，格納容器ベントに伴うサプレッショ

ン・プール減圧沸騰による一時的な水位上昇の影響を考慮し，通常水位＋

6.5m に変更した。 

(4) 原子炉圧力制御時に期待する逃がし安全弁機能の変更 

申請時は，通常動作する逃がし安全弁（逃がし弁機能）に期待していた

が，逃がし安全弁（逃がし弁機能）の駆動用窒素を供給する不活性ガス系

が重大事故等対処設備ではないことを考慮し，「原子炉停止機能喪失」の有

効性評価を除き駆動に窒素を必要としない逃がし安全弁（安全弁機能）に

期待した原子炉圧力制御に変更した。また，「原子炉停止機能喪失」につい

ては，原子炉水位が高めに維持された方が反応度の観点で厳しい想定であ

ること及び高圧炉心スプレイ系の原子炉注水流量は原子炉圧力に依存する

ことを考慮し，原子炉圧力制御は逃がし安全弁（逃がし弁機能）に期待す

ることとしている。 

なお，逃がし安全弁（自動減圧機能）による原子炉減圧操作時に逃がし

安全弁の駆動用窒素を供給する高圧窒素ガス供給系は重大事故等対処設備

に位置づける。 

(5) 原子炉隔離時冷却系等の水源の変更 

申請時は，復水貯蔵タンクに期待した有効性評価を実施していたが，基

準地震動の審査状況を踏まえ復水貯蔵タンクは耐震性の観点から重大事
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故等対処設備には位置づけないこととし，低圧代替注水系（常設）の水源

は代替淡水貯槽，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔離時冷却系の水源はサ

プレッション・プールに変更した。また，代替淡水貯槽は地下設置とする

ことから水温を 30℃とした。 

(6) 「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」操作条件の変更 

原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・プールに変更したことに

伴い，「全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）」の有効性評価では，原子炉隔離

時冷却系の運転継続性が確認されているサプレッション・プール水温度約

106℃にまでに可搬型代替注水ポンプを用いた低圧代替注水系（可搬型）に

よる原子炉注水に移行する操作条件に変更した。また，低圧代替注水系（可

搬型）の可搬型代替注水大型ポンプは，原子炉注水と格納容器スプレイと

を同時に実施する容量を確保していることから，可搬型代替注水ポンプを

用いた代替格納容器スプレイ冷却系（可搬型）による格納容器スプレイを

実施する操作条件に変更した。 

(7) 「原子炉停止機能喪失」初期条件，操作条件等の変更 

初期条件の炉心流量は，反応度の観点で厳しい条件として運転範囲の下

限である 85％流量に変更した。 

原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・プールに変更したことに

伴い，「原子炉停止機能喪失」の有効性評価では，サプレッション・プール

水温度 106℃にて原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を停止する操作条

件に変更した。 

また，原子炉注水については給水系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉隔

離時冷却系により実施するが，このうち，原子炉隔離時冷却系による注水

3
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が炉内の体積計算（マスバランス計算）に反映されないことが分かったた

め，反映されるように修正した。 

(8) 「格納容器バイパス（インターフェイスシステムＬＯＣＡ）」破断面積の

変更 

申請時は，保守的に残留熱除去系（低圧注水系）注水配管の全周破断を

想定していたが，構造健全性評価の結果，隔離弁の誤開等により低圧設計

部分が過圧された場合でも破損が発生しないことが確認されたため，ＩＳ

ＬＯＣＡ発生時の構造健全性評価を踏まえ，保守的に残留熱除去系熱交換

器フランジ部に 21 ㎝２の漏えいが発生する想定に変更した。 

(9) 緊急用海水系の設置 

敷地に遡上する津波を考慮した場合にも使用可能な常設の重大事故等対

処設備として緊急用海水系を設置することとした。これに伴い，「2.4.1 崩

壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）」において期待する代替の海

水取水設備を代替残留熱除去系海水系から緊急用海水系に変更した。ただ

し，操作条件（格納容器除熱の開始）及び機器条件（除熱性能）について

変更はない。 

なお，代替残留熱除去系海水系については自主対策設備として整備する。 
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第 1 表 解析条件の主要な変更内容（炉心損傷防止対策） 

解析条件 変更前（申請時） 変更後 

(1)高圧・低圧注水機能が喪

失した場合の原子炉減

圧操作 

原子炉水位異常低下（レベル

１）到達の 10 分後 

前段の操作・確認事項の積み

上げ時間（25 分後） 

(2)炉心損傷防止対策にお

ける代替格納容器スプ

レイ冷却系（常設）のス

プレイ流量 

110m３／h 130m３／h 

(3)代替格納容器スプレイ

冷却系（常設）のスプレ

イ停止基準（サプレッシ

ョン・プール水位） 

ベントライン－1m 通常水位＋6.5m 

(4)原子炉圧力制御時に期

待する逃がし安全弁機

能 

（原子炉停止機能喪失

を除く） 

逃がし弁機能 安全弁機能 

(5)原子炉隔離時冷却系等

の水源 

復水貯蔵タンク 代替淡水貯槽 

サプレッション・プール 

(6)「全交流動力電源喪失

（長期ＴＢ）」マネジメ

ント 

可搬型設備に期待しない 可搬型設備による原子炉注水

及び格納容器スプレイに期待 

(7)「原子炉停止機能喪失」

マネジメント，初期炉心

流量 

【運転員等操作】  

原子炉隔離時冷却系により

注水継続（復水貯蔵タンク水

源） 

サプレッション・プール水温

度 106℃にて原子炉隔離時冷

却系による原子炉注水を停止 

【初期炉心流量】  

100％流量 85％流量 

(8)「格納容器バイパス（イ

ンターフェイスシステ

ムＬＯＣＡ）」破断面積

低圧注水系注入配管の両端

破断（463 ㎝２） 

構造健全性評価を踏まえた破

断（熱交換器フランジ部，21

㎝２） 

(9)緊急用海水系の設置 代替残留熱除去系海水系（可

搬型設備） 

・機器条件；約 24MW 

・操作条件（格納容器除熱開

始）；サプレッション・チ

ェンバ圧力 279kPa[gage]

到達時 

緊急用海水系（常設設備） 

・機器条件；約 24MW 

・操作条件（格納容器除熱開

始）；サプレッション・チェ

ンバ圧力279kPa[gage]到達

時 
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補足 21-6 

1.2 格納容器破損防止対策の有効性評価における解析条件の変更について 

東海第二発電所の重大事故等対策の有効性評価について，先行プラントの

審査状況，東海第二発電所の設備設計の進捗等を踏まえ，設置変更許可申請

時点から解析条件を変更した。第 2 表に主要な変更内容，以下に概要を示す。 

(1) 炉心損傷後の格納容器スプレイ流量の変更 

申請時は，運転手順に従い炉心損傷後の格納容器スプレイ流量を 250m３

／h としていたが，130m３／h のスプレイ流量でも十分な格納容器圧力の抑

制効果が確認されたことから，原子炉注水及び格納容器スプレイを同時に

実施する際の原子炉注水流量の最大化及び炉心損傷前後のスプレイ流量の

統一の観点で炉心損傷後の格納容器スプレイ流量を 130m３／hに変更した。 

(2) 代替循環冷却系の起動 

   格納容器除熱手段の強化及び格納容器ベント遅延のため，重大事故等対

処設備として，代替循環冷却系の追設することとしているため，代替循環

冷却系の機能に期待した有効性評価を実施することに変更した。 

(3) 格納容器内窒素注入の実施 

   申請時は格納容器内酸素濃度が可燃限界に到達しないことをウェット

条件にて確認することにしていたが，格納容器ベントによる排出ガスが格

納容器圧力逃がし装置の系統内における蒸気凝縮を踏まえると可燃限界

濃度を超える可能性があるため，ドライ条件においても可燃限界濃度未満

に維持するように，格納容器内窒素注入を実施することに変更した。 
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補足 21-7 

(4) 炉心損傷後の格納容器ベント実施基準の変更 

申請時は，炉心損傷後の格納容器ベントの実施基準を格納容器限界圧力

620kPa[gage]到達時としていたが，中央制御室からの遠隔操作による格納

容器ベント失敗後に現場操作による格納容器ベント操作を実施する場合

の時間を考慮し，格納容器スプレイの停止基準であるサプレッション・プ

ール水位 通常水位＋6.5ｍ到達時に変更した。 

(5) 格納容器スプレイ実施基準の追加 

原子炉圧力容器が破損し，デブリがペデスタル（ドライウェル部）の水

プールに落下した際の格納容器圧力の上昇を抑制するため，原子炉圧力容

器破損を認知した場合に 300m３／hにて常設低圧代替注水系ポンプを用い

た代替格納容器スプレイ冷却系（常設）により格納容器スプレイを実施す

る基準を追加した。 

 (6) 格納容器内初期酸素濃度の変更 

申請時は保安規定で定める格納容器内酸素濃度の上限値である

4.0Vol%を初期酸素濃度として設定していたが，事故時の格納容器内酸素

濃度をドライ条件にて可燃限界濃度未満に維持するため，(3)の変更と合

わせ，保安規定で定める格納容器内酸素濃度の上限値及び評価条件の初期

酸素濃度を 2.5Vol%に変更することにした。 
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補足 21-8 

第 2 表 解析条件の主要な変更内容（格納容器破損防止） 

解析条件 変更前（申請時） 変更後 

(1)炉心損傷後の格納容器ス

プレイ流量の変更 
250m３／h 130m３／h 

(2)代替循環冷却系の起動 － 事象発生 90 分後に起動 

(3)格納容器窒素注入の実施 － 

格納容器内酸素濃度4.0Vol％

（ドライ）に到達した時点で，

200Nm３／h にて注入 

(4)炉心損傷後の格納容器ベ

ント実施基準の変更 

620kPa[gage]（2Pd）到達

時 

サプレッション・プール水位

通常水位＋6.5m 到達時 

(5)格納容器スプレイ実施基

準の追加 
－ 

原子炉圧力容器破損を判断し

た時点で，300m３／h にて実施

(6)格納容器初期酸素濃度の

変更 
4.0Vol% 2.5Vol% 

8



補足 21-9 

1.3 使用済燃料プールの有効性評価における解析条件の変更について 

東海第二発電所の使用済燃料プールにおける重大事故等対策の有効性評価

について，先行プラントの審査状況，東海第二発電所の設備設計の進捗等を

踏まえ，設置変更許可申請時点から評価条件を変更した。第 3 表に主要な変

更内容，以下に概要を示す。 

(1) 燃料の崩壊熱 

申請時から，燃料の崩壊熱の評価方法を変更し，その値を精緻化した。

この変更に伴い，評価に用いる崩壊熱を，申請時の評価結果である約 9.9MW

から，約 9.1MW に変更した。 

(2) 使用済燃料プールの保有水量 

申請時は，使用済燃料プールの保有水量としてキャスクピットを含めた

約 1,273m３としていたが，運用上キャスクピットが隔離される可能性を考

慮し，キャスクピットを除外した使用済燃料プール保有水量（約 1,189m３）

に変更した。 

(3) 使用済燃料プールへの注水開始時間の変更 

申請時は，異常事象の認知，代替燃料プール注水系（可搬型）の準備に

要する時間等を考慮して，事象発生から 6 時間後に注水を開始するものと

していたが，放射線の遮蔽が維持される水位到達までの時間余裕を考慮し，

使用済燃料プールへの注水開始時間を事象発生から 8 時間後に変更した。  

9
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第 3 表 評価条件の主要な変更内容（想定事故１，想定事故２） 

評価条件 変更前（申請時） 変更後 

(1)燃料の崩壊熱 約 9.9MW 約 9.1MW 

(2)使用済燃料プールの保

有水量 
約 1,273m３ 約 1,189m３

(3)使用済燃料プールへの

注水開始時間 
事象発生から 6 時間後 事象発生から 8 時間後 
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1.4 運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策の有効性評価における評価

条件の変更について 

東海第二発電所の運転停止中の原子炉における重大事故等対策の有効性評

価について，先行プラントの審査状況，東海第二発電所の設備設計の進捗等

を踏まえ，設置変更許可申請時点から評価条件を変更した。第 4 表に主要な

変更内容，以下に概要を示す。 

(1)「崩壊熱除去機能喪失」及び「原子炉冷却材の流出」における原子炉注水

開始時間の変更 

申請時は，「崩壊熱除去機能喪失」及び「原子炉冷却材の流出」における

原子炉注水開始時間を，事象の認知に要する時間と操作に要する時間を含

めて事象発生から 1 時間後としていたが，事象の認知に要する時間に更に

時間余裕を見込んで，原子炉注水開始時間を事象発生から 2 時間後に変更

した。 

(2)全交流動力電源喪失における残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の海水

系の変更及び原子炉の除熱開始時間の変更 

申請時は，代替残留熱除去系海水系による残留熱除去系（原子炉停止時

冷却系）の運転を評価条件としていたが，常設代替高圧電源装置により残

留熱除去系海水系の運転が可能であることを考慮し，残留熱除去系海水系

を用いた残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）の運転を評価条件とするこ

とに変更した。この変更に伴い，原子炉の除熱開始時間を事象発生後 23

時間から事象発生後 4 時間 10 分に変更した。 

なお，代替残留熱除去系海水系については自主対策設備として整備する。 
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第 4 表 評価条件の主要な変更内容（運転停止中原子炉における燃料損傷防止） 

評価条件 変更前（申請時） 変更後 

(1)「崩壊熱除去機能喪失」

及び「原子炉冷却材の流

出」における炉心への注

水開始時間 

事象発生から 1 時間後 事象発生から 2 時間後 

(2)「全交流動力電源喪失」

における残留熱除去系

（原子炉停止時冷却系）

の海水系及び原子炉の

除熱開始時間 

代替残留熱除去系海水系 残留熱除去系海水系 

事象発生から 23 時間後 事象発生から 4 時間 10 分後 
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2. 有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

2.1 炉心損傷防止の有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(1) 高圧・低圧注水機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER・CHASTE／MAAP 東海第二では，燃料被覆管温度の評価項目に対する余裕を考慮し，SAFER

コードによる保守的な評価結果を提示している。 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点

では，外部電源なしを考慮 

外部電源あり 相違点はない。 

東海第二では，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮してい

る。 

機器条件 逃がし安全弁（原子炉圧力

制御時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧時に原子

炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，評価項目に

対して厳しい条件となる安全弁機能に期待している。 

 格納容器圧力逃がし装置 格納容器二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 運用の違い。 

東海第二では，格納容器ベント実施時は二次隔離弁を全開とする運用とし

ている。 

操作条件 逃がし安全弁（自動減圧機

能）による原子炉減圧操作

（低圧代替注水系（常設）

による原子炉注水操作） 

事象発生から 25 分後 事象発生から 14 分後 設定時間は違うが，操作時間の積み上げに基づき設定しているという点で

は実態として相違点はない。 
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(2) 高圧注水・減圧機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮 

外部電源あり 相違点はない。 

東海第二では，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮してい

る。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧時に原子

炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，評価項目に

対して厳しい条件となる安全弁機能に期待している。 

低圧ＥＣＣＳの台数 残留熱除去系（低圧注水系）3 台及び低

圧炉心スプレイ系 

低圧注水系 1 台 東海第二においては，高圧注水・減圧機能喪失時の機能喪失状態を考慮し，

自動起動する低圧ＥＣＣＳ全台による原子炉注水を設定している。 

なお，残留熱除去系（低圧注水系）１台による原子炉注水を想定した場合

の感度解析を実施し，この場合にも評価項目を満足することを確認してい

る。 

(3) 全交流動力電源喪失（長期ＴＢ） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，評価項目に対して厳しい条

件となる安全弁機能に期待している。 

交流電源復旧までの原子炉注水

手段 

原子炉隔離時冷却系（サプレッション・

プール水源）にて原子炉注水を実施し，

事象発生の 8時間１分後に原子炉を減圧

し，低圧代替注水系（可搬型）による原

子炉注水を実施 

原子炉隔離時冷却系（復水貯蔵

槽水源）にて原子炉注水を実施

東海第二においては，原子炉隔離時冷却系の水源をサプレッション・プー

ルとしていることから，サプレッション・プール水温度上昇により原子炉

隔離時冷却系が機能喪失するまでに交流動力電源を必要としない可搬型

の原子炉注水に切り換えることとしている。 

格納容器冷却・除熱手段 サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ 圧 力

279kPa[gage]到達時に代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却を実施し，格納容器ベントは実施せ

ず，交流電源復旧後に残留熱除去系によ

る格納容器除熱を実施 

事象発生の 16 時間後に格納容

器ベントを実施し，交流電源復

旧後に残留熱除去系による格

納容器除熱を実施 

東海第二においては，運転手順に従い代替格納容器スプレイ冷却系（可搬

型）による格納容器スプレイを実施することとしている。これに伴い，交

流電源に期待可能な事象発生の 24 時間後まで格納容器圧力が格納容器ベ

ント実施基準（310kPa[gage]）に到達しないことから，格納容器ベントで

はなく，交流電源復旧後に残留熱除去系による格納容器除熱を実施するこ

ととしている。 
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(4) 全交流動力電源喪失（ＴＢＤ，ＴＢＵ） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，評価項目に対して厳しい条

件となる安全弁機能に期待している。 

交流電源 24 時間交流電源の復旧に期待しない 24 時間交流電源の復旧に期待

しない 

相違点はない。 

交流電源復旧までの原子炉注水

手段 

高圧代替注水系にて原子炉注水を実施

し，事象発生の 8 時間１分後に原子炉を

減圧し，低圧代替注水系（可搬型）によ

る原子炉注水を実施 

高圧代替注水系（復水貯蔵槽水

源）にて原子炉注水を実施 

東海第二においては，高圧代替注水系の水源をサプレッション・プールと

していることから，サプレッション・プール水温度上昇により高圧代替注

水系が機能喪失するまでに交流動力電源を必要としない可搬型の原子炉

注水に切り換えることとしている。 

格納容器冷却・除熱手段 サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ 圧 力

279kPa[gage]到達時に代替格納容器ス

プレイ冷却系（可搬型）による格納容器

冷却を実施し，格納容器ベントは実施せ

ず，交流電源復旧後に残留熱除去系によ

る格納容器除熱を実施 

事象発生の 16 時間後に格納容

器ベントを実施し，交流電源復

旧後に残留熱除去系による格

納容器除熱を実施 

東海第二においては，運転手順に従い代替格納容器スプレイ冷却系（可搬

型）による格納容器スプレイを実施することとしている。これに伴い，交

流電源に期待可能な事象発生の 24 時間後まで格納容器圧力が格納容器ベ

ント実施基準（310kPa[gage]）に到達しないことから，格納容器ベントで

はなく，交流電源復旧後に残留熱除去系による格納容器除熱を実施するこ

ととしている。 

(5) 全交流動力電源喪失（ＴＢＰ） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持されることで，評価項目に対して

厳しい条件となる安全弁機能に期待しているが，事象発生時に逃がし安全

弁 1 弁の開固着が発生する本事故シーケンスでは実態として相違点はな

い。 

交流電源 24 時間交流電源の復旧に期待しない 24 時間交流電源の復旧に期待

しない 

相違点はない。 
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(6) 崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮 

外部電源なし 東海第二では，外部電源はありとしているが，運転員等操作の観点では外

部電源がない場合も考慮していることから，実態として相違点はない。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，評価項目に対して厳しい条

件となる安全弁機能に期待している。 

格納容器冷却・除熱手段 サ プ レ ッ シ ョ ン ・ チ ェ ン バ 圧 力

279kPa[gage]到達時に緊急用海水系を

用いた残留熱除去系（格納容器スプレイ

冷却系）による格納容器除熱を実施 

代替格納容器スプレイ冷却系

による格納容器冷却を実施

し，事象発生の 20 時間後に代

替原子炉補機冷却系を用いた

残留熱除去系による格納容器

除熱を実施 

実際には残留熱除去系の起動準備が完了した時点で，サプレッション・プ

ール水温度が 32℃を超過している場合はサプレッション・プール冷却モー

ド運転，サプレッション・チェンバ圧力が 245kPa[gage]を超過している場

合は格納容器スプレイモード運転を実施するが，東海第二では，操作余裕

時間を確認する観点で，評価上はサプレッション・チェンバ圧力が代替格

納容器スプレイの実施基準である 279kPa[gage]に到達した時点で格納容

器スプレイモード運転を開始するものと設定している。 

(7) 崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去系が故障した場合） 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER／MAAP 相違点はない。 

事故条件 外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮 

外部電源あり 相違点はない。 

東海第二では，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮して

いる。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，評価項目に対して厳しい

条件となる安全弁機能に期待している。 

格納容器圧力逃

がし装置 

格納容器二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 運用の違い。 

東海第二では，格納容器ベント実施時は二次隔離弁を全開とする運用と

している。 

原子炉減圧後の原子炉注水手段 低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水 

高圧炉心注水系による原子炉

注水 

東海第二においては，原子炉減圧時の水位回復性能を確認する観点で，

評価上は注水流量が小さい低圧代替注水系（常設）に期待した評価とし

ている。 
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(8) 原子炉停止機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理由 

解析コード REDY／SCAT REDY／SCAT 相違点はない。 

初期条件 炉心流量 85％流量 100％流量 東海第二においては，反応度の観点で厳しい条件として，初期炉心流量

を運転範囲の下限である 85％流量（41,060ｔ／h）に設定している。 

操作条件 自動減圧系等の

作動阻止操作 

事象発生から 4 分後 自動減圧系の自動起動阻止操

作に成功する 

10 分以内の操作に期待しているという点で相違はないが，東海第二に

おいては，原子炉停止機能喪失の確認及び自動減圧系等の作動阻止操作

に要する時間を考慮して設定している。 

ほう酸水注入系

の起動操作 

事象発生から 6 分後 原子炉スクラムの失敗を確認

した後から 10 分後に起動 

東海第二においては，自動減圧系等の作動阻止操作の後にほう酸水注入

系の起動操作に要する時間を考慮して設定している。 

残留熱除去系に

よるサプレッシ

ョン・プール冷却

操作 

事象発生から 17 分後 サプレッション・チェンバ・

プール水温49℃到達から10分

後 

東海第二においては，運転手順に基づき，状況判断及び残留熱除去系に

よるサプレッション・プール冷却操作要する時間を考慮して設定してい

る。 
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(9) ＬＯＣＡ時注水機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER／MAAP SAFER・CHASTE／MAAP 東海第二では，燃料被覆管温度の評価項目に対する余裕を考慮し，SAFER

コードによる保守的な評価結果を提示している。 

事故

条件

起因事象 再循環配管の破断 

破断面積は 3.7cm２ 

原子炉圧力容器下部のドレン

配管の破断 

破断面積は 1cm２ 

破断箇所は，液相部配管を選定しており，実態として相違点はない。 

破断面積は，絶対値の違いはあるが，燃料被覆管の破裂防止が可能な最

大面積を感度解析により確認し，感度解析ケースの事象進展がベースケ

ースと有意な差が無いことを確認した上で，本事故シーケンスの特徴を

代表できる条件を設定しているという点で，実態として相違点はない。

外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点

では，外部電源なしを考慮す

るとともに，給水流量の全喪

失を想定 

外部電源なし 東海第二では，外部電源はありとしているが，評価上は給水流量の全喪

失を想定しており，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮

していることから，実態として相違点はない。 

機器

条件

逃がし安全弁（原子炉圧力制御

時） 

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧時に原

子炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，評価項

目に対して厳しい条件となる安全弁機能に期待している。 

格納容器圧力逃がし装置 格納容器二次隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 70％開度 運用の違い。 

東海第二では，格納容器ベント実施時は二次隔離弁を全開とする運用と

している。 

操作

条件

逃がし安全弁（自動減圧機能）に

よる原子炉減圧操作（低圧代替注

水系（常設）による原子炉注水操

作） 

事象発生から 25 分後 事象発生から 14 分後 設定時間は違うが，操作時間の積み上げに基づき設定しているという点

では相違点はない。 
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(10) インターフェイスシステムＬＯＣＡ 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

解析コード SAFER SAFER 相違点はない。 

事故条件 起因事象 残留熱除去系Ｂ系熱交換器フランジの

破断 

破断面積は約 21cm２ 

高圧炉心注水系の吸込配管の

破断 

破断面積は約 10cm２ 

構造健全性評価の結果に基づき破断面積を設定しているという点で実

態として相違点はない。

東海第二においては，ＩＳＬＯＣＡ発生時の構造健全性評価により低圧

設計部に破損は発生しないことを確認しており，加圧範囲の中で最も大

きなシール構造である残留熱除去系熱交換器フランジ部に 21cm２の破

断面積を設定している。 

安全機能の喪失

に対する仮定 

インターフェイスシステムＬＯＣＡの

発生を想定する残留熱除去系Ｂ系並び

に同じ原子炉建屋西側区画に設置され

ている高圧炉心スプレイ系及び残留熱

除去系Ｃ系の機能喪失 

インターフェイスシステムＬ

ＯＣＡが発生した側の高圧炉

心注水系の機能喪失 

東海第二においては，ＩＳＬＯＣＡ発生系統の機能喪失に加えて，保守

的に破断箇所から原子炉建屋への原子炉冷却材漏えいにより同じ原子

炉建屋西側区画に設置されている系統（高圧炉心スプレイ系及び残留熱

除去系Ｃ系）が機能喪失する設定としている。

外部電源 外部電源あり 

ただし，運転員等操作の観点では，外部

電源なしを考慮するとともに，給水流量

の全喪失を想定 

外部電源なし 東海第二では，外部電源はありとしているが，評価上は給水流量の全喪

失を想定しており，運転員等操作の観点では外部電源がない場合も考慮

していることから，実態として相違点はない。 

機器条件 逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二では，原子炉圧力が高めに維持され，評価項目に対して厳しい

条件となる安全弁機能に期待している。 

操作条件 破断箇所の隔離

操作 

事象発生 5 時間 事象発生 4 時間 設定時間は違うが，作業環境を考慮し，現場移動及び操作に要する時間

を考慮して設定しているという点で，実態として相違点はない。 
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2.2 格納容器破損防止の有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(1) 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損），水素燃焼 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 起因事象 大破断ＬＯＣＡ 

（原子炉再循環系の吸込み配管の破断）

大破断ＬＯＣＡ 

（残留熱除去系配管の破断）

原子炉圧力容器から格納容器への冷却材流出を大きく見積もる厳しい

設定として，東海第二においては，原子炉圧力容器バウンダリに接続す

る配管のうち，口径が最大である原子炉再循環系の吸込み配管における

両端破断を設定 

機器条件 原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３）信号 事象発生と同時 東海第二においては，短時間であるが原子炉熱出力が維持される厳しい

設定として，外部電源喪失時のタービン蒸気加減弁急閉及び原子炉保護

系電源喪失による原子炉スクラムについては考慮せず，原子炉水位低

（レベル３）にてスクラムするものとして設定 

可搬型窒素発生

装置 

200Nm３／h － 東海第二においては，格納容器内をドライ条件で可燃限界濃度未満に維

持するために，格納容器内に窒素注入を実施することにしており，設計

値を設定 

格納容器圧力逃

がし装置 

格納容器隔離弁全開 格納容器二次隔離弁 50％開度 東海第二においては，格納容器隔離弁全開にて格納容器ベントを実施す

る設計としている 

操作条件 代替格納容器ス

プレイ冷却系（常

設） 

事象発生 25 分後 破断口まで水位回復後，格納

容器温度約 190℃到達時 

東海第二においては，原子炉注水に伴って炉内で発生する過熱蒸気が破

断口から格納容器側に移行し格納容器温度を急激に上昇させるため，原

子炉注水と同時に格納容器スプレイを実施する手順とすることから，操

作時間を考慮して設定 

代替循環冷却系 事象発生 90 分後 事象発生 22.5 時間後 東海第二においては，緊急用海水系及び代替循環冷却系は常設設備であ

り中央制御室からの操作により対応可能であるため，操作時間を考慮し

て設定 

可搬型窒素発生

装置 

格納容器内酸素濃度 4.0Vol%（ドライ）

到達時 

－ 東海第二においては，格納容器内酸素濃度を 4.3Vol%到達にて格納容器

ベントを実施することにしているため，格納容器ベント遅延の観点から

設定 

格納容器圧力逃

がし装置 

サプレッション・プール水位が通常水位

＋6.5m 到達時 

格納容器圧力 0.62MPa[gage]

到達時 

東海第二においては，中央制御室からの遠隔操作失敗後に現場操作に要

する時間を考慮して設定 

2
0



補
足

2
1
-
2
1
 

(2) 高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，原子炉圧力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用， 

溶融炉心・コンクリート相互作用 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 外部電源 
外部電源なし（全ての非常用ディーゼル

発電機等の機能喪失を想定） 

外部電源なし（ただし，非常

用ディーゼル発電機に期待）

東海第二においては，運転員の対応を厳しく評価する観点から全交流動

力電源喪失を設定 

機器条件 原子炉スクラム 原子炉水位低（レベル３）信号 事象発生と同時 東海第二においては，原子炉水位低下を厳しく見積もる観点から，短時

間であるが原子炉熱出力が維持される厳しい設定として，原子炉水位低

（レベル３）にてスクラムするものとして設定 

逃がし安全弁（原

子炉圧力制御時）

安全弁機能 逃がし弁機能 東海第二においては，原子炉圧力が高めに維持され，また，原子炉減圧

時に原子炉圧力が所定の圧力に到達するまでの時間が遅くなることで，

評価項目に対して厳しい条件となる安全弁機能に期待している 

操作条件 代替循環冷却系 事象発生 90 分後から圧力容器破損後の

格納容器圧力が低下傾向となるまでは

ドライウェルへ連続スプレイを実施。 

その後，ドライウェルと原子炉へ流量配

分し，それぞれ連続スプレイ及び連続注

水を実施。 

事象発生 22.5 時間後 東海第二においては，緊急用海水系及び代替循環冷却系は常設設備であ

り中央制御室からの操作により対応可能であるため，操作時間を考慮し

て設定。 

また，原子炉圧力容器が破損し，デブリがペデスタル（ドライウェル部）

の水プールに落下した際の格納容器圧力の上昇を抑制する観点から設

定。 

代替格納容器ス

プレイ冷却系（常

設） 

原子炉圧力容器破損の判断後に，ドライ

ウェルへ連続スプレイを実施。 

再度格納容器圧力が上昇し，格納容器圧

力 465kPa[gage]に到達した場合に間欠

スプレイを実施。 

破断口まで水位回復後，格納

容器温度約 190℃到達時 

東海第二においては，原子炉圧力容器が破損し，デブリがペデスタル（ド

ライウェル部）の水プールに落下した際の急激な格納容器圧力の上昇を

抑制する観点から連続スプレイ条件を設定。 

また，その後も格納容器圧力の緩やかな上昇を抑制する観点から間欠ス

プレイ条件を設定。 
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2.3 使用済燃料プールの有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(1) 想定事故１ 

 柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点はない。 

(2) 想定事故２ 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 漏えいによる使

用済燃料プール

水位の低下 

静的サイフォンブレーカにより，サイフ

ォン現象による流出が停止される 

事象発生と同時に通常水位から約 0.23m

下まで低下 

サイフォンブレーク孔による

サイフォンブレークに期待し

ないため，漏えい隔離操作実施

（事象発生 150 分後）まで水位

低下が継続 

東海第二では，耐震性も含めて機器，弁類等の故障及び人的過誤の余地の

ない単管構造の静的サイフォンブレーカ（重大事故等対処設備）による，

サイフォン現象による使用済燃料プール水の流出停止に期待した評価と

している。なお，逆止弁式のサイフォンブレーカについては，その効果に

期待していない。 
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2.4 運転停止中の原子炉での有効性評価における柏崎刈羽６，７号炉との主要な相違点について 

(1) 崩壊熱除去機能喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 外部電源 事象認知まで：外部電源あり 

事象認知後 ：外部電源なし 

外部電源なし 東海第二においては，外部電源が喪失するとインターロックにより残留熱

除去系（原子炉停止時冷却系）の再起動ができないため，事象認知の観点

では外部電源がある場合の方が厳しい。このため，事象認知（事象発生か

ら 1 時間）までは外部電源があるものとした。 

また，事象発生 1 時間以降は，外部電源が喪失すると原子炉保護系電源の

復旧等が必要となり，運転員操作に時間を要するという観点で厳しい条件

となるため，外部電源がないものと仮定した。 

(2) 全交流動力電源喪失 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

操作条件 低圧代替注水系

（常設）の注水開

始時間 

事象発生から 1.1 時間後 事象発生から 145 分後 東海第二においては，事象発生から 25 分で低圧代替注水系（常設）の起

動準備操作が完了すると設定している。原子炉の沸騰開始は事象発生から

約 1.1 時間後であり，原子炉冷却材の蒸発量に応じた原子炉注水を実施す

ることで，原子炉水位を通常運転水位付近で維持することができる。 

残留熱除去系（停

止時冷却系）によ

る原子炉冷却 

事象発生から 4 時間 10 分後 事象発生から 20 時間後 東海第二においては，残留熱除去系海水系に期待した評価としており，常

設代替高圧電源装置から非常用母線への給電操作時間及び残留熱除去系

の起動操作時間等の積み上げにより残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）

の運転開始時間を設定している。 

2
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(3) 原子炉冷却材の流出 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

事故条件 外部電源 外部電源あり 外部電源なし 東海第二においては，外部電源がない場合，原子炉保護系電源の喪失によ

り残留熱除去系（原子炉停止時冷却系）のポンプ入口弁が自動閉となり，

冷却材流出が停止することから，原子炉冷却材流出の観点で厳しい外部電

源ありを仮定した。 

機器条件 原子炉圧力容器

の状態 

原子炉の初期水

位 

原子炉圧力容器閉鎖，通常水位 原子炉圧力容器開放，原子炉

ウェル満水 

東海第二においては，原子炉水位が遮蔽水位に到達するまでの時間余裕の

観点から最も厳しくなる，原子炉圧力容器未開放，かつ原子炉水位が通常

運転水位の状態を仮定した。なお，原子炉水位が通常運転水位の場合は，

原子炉水位低下による警報発報や緩和設備の自動起動に期待できること

も考えられるが，有効性評価ではこれらに期待しないことにより認知の観

点からも厳しい扱いとした。 

操作条件 流出箇所の隔離 原子炉への注水開始後 原子炉への注水開始前 東海第二においては，運転手順書に基づき，原子炉水位回復操作を優先す

るため，流出箇所の隔離は，原子炉への注水開始後に実施する。 

(4) 反応度の誤投入 

項 目 東海第二 柏崎刈羽６，７号炉 理   由 

機器条件 制御棒引抜阻止 期待しない 原子炉周期短信号（原子炉周

期 20 秒） 

東海第二においては，原子炉出力ペリオド短（20 秒），及び原子炉出力ペ

リオド短（10 秒）による制御棒引抜阻止には保守的に期待していない。 

2
4



（別紙 1）

補足 21-25 

解析条件の変更前後の評価結果について 

1. 炉心損傷防止対策の有効性評価における解析条件の変更前後の評価結果 

解析条件の変更前後における各重要事故シーケンスの評価結果を第 1 表か

ら第 8 表に示す。なお，敷地境界外での実効線量の評価シーケンスは，全交

流動力電源喪失（長期ＴＢ）からＬＯＣＡ時注水機能喪失に変更した。 

第 1 表 評価結果（高圧・低圧注水機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 469℃ 338℃ 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.31MPa[gage] 約 0.31MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 144℃ 約 143℃ 200℃以下 

（格納容器ベント時間） 約 28 時間 約 28 時間 ― 

第 2 表 評価結果（高圧注水・減圧機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 684℃ 711℃ 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.04MPa[gage] 約 0.04MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 86℃ 約 90℃ 200℃以下 

第 3 表 評価結果（全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 初期値 初期値 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.46MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.31MPa[gage] 約 0.28MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 161℃ 約 141℃ 200℃以下 

（格納容器ベント時間） 約 18 時間 ― ― 

25



補足 21-26 

第 4 表 評価結果（崩壊熱除去機能喪失（取水機能が喪失した場合）） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 初期値 初期値 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.30MPa[gage] 約 0.28MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 143℃ 約 141℃ 200℃以下 

第 5 表 評価結果（崩壊熱除去機能喪失（残留熱除去機能が喪失した場合）） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 初期値 初期値 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.31MPa[gage] 約 0.31MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 144℃ 約 143℃ 200℃以下 

（格納容器ベント時間） 約 30 時間 約 28 時間 ― 

第 6 表 評価結果（原子炉停止機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 859℃ 872℃ 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 8.39MPa[gage] 約 8.49MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.16MPa[gage] 約 0.20MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 106℃ 約 115℃ 200℃以下 
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第 7 表 評価結果（ＬＯＣＡ時注水機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 573℃ 616℃ 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.67MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
約 0.31MPa[gage] 約 0.31MPa[gage] 0.620MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
約 144℃ 約 138℃ 200℃以下 

（格納容器ベント時間） 約 28 時間 約 28 時間 ― 

第 8 表 評価結果（インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

燃料被覆管最高温度 初期値 初期値 1200℃以下 

燃料被覆管酸化量 被覆管厚さの 1％以下 同左 被覆管厚さの 15％以下 

原子炉冷却材圧力 

バウンダリにかかる圧力 
約 7.23MPa[gage] 約 8.09MPa[gage] 10.34MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる圧力 
－※ －※ 0.620MPa[gage]以下 

格納容器バウンダリ 

にかかる温度 
－※ －※ 200℃以下 

※：格納容器バイパス事象であり，評価項目に対して十分な余裕があることから比較対象外とした。
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2. 格納容器破損防止対策の有効性評価における評価条件の変更前後の評価結

果 

評価条件の変更前後における評価結果を第 9 表及び第 10 表に示す。 

第 9 表 評価結果（雰囲気圧力・温度による静的負荷 

（格納容器過圧・過温破損）,水素燃焼） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

格納容器バウンダ

リにかかる圧力 
0.62MPa[gage] 約 0.47MPa[gage] 0.62MPa[gage]以下 

格納容器バウンダ

リにかかる温度 
約 189℃ 

約 157℃ 

（壁面温度） 
200℃以下 

ベント時の Cs-137

総放出量（7 日間） 
約 1×10－４TBq 

Ｓ／Ｃベント 

約 0.11×10－３TBq 

Ｄ／Ｗベント 

約 0.35TBq 

100TBq 以下 

格納容器内の最大

酸素濃度（7 日間） 

ドライ条件 

4.1vol％ 

ドライ条件 

4.0vol％ 

格納容器内の水素濃度

がドライ条件に換算し

て酸素濃度が 5Vol%以

下 

第 10 表 評価結果（高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱，原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用，溶融炉心・コンクリート相互作用） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

格納容器バウンダ

リにかかる圧力 

●kPa[gage] 

（原子炉圧力容器破損時） 

約 0.47MPa[gage] 

（7 日間の最大値） 
620 kPa[gage]以下 

格納容器バウンダ

リにかかる温度 
約●℃ 約●℃ 200℃以下 

原子炉圧力容器破

損時の原子炉圧力 
約 0.16MPa[gage]以下 約●MPa[gage]以下 2.0MPa[gage]以下 

溶融炉心の冷却 
ペデスタル（ドライウェル

部）にて冷却維持可能 

ペデスタル（ドライウェ

ル部）にて冷却維持可能 

溶融炉心と格納容器バ

ウンダリが接触せず，

適切に冷却できること 

溶融炉心の侵食量 
侵食せず，指示機能が維持

される 

侵食せず，指示機能が維

持される 

侵食により格納容器の

構造材の支持機能が喪

失しないこと 
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3. 使用済燃料プールの有効性評価における評価条件の変更前後の評価結果 

評価条件の変更前後における各想定事故の評価結果を第 11 表及び第 12 表

に示す。 

第 11 表 評価結果（想定事故１） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

使用済燃料プール水位 
燃料有効長頂部から 

約 7.1m 上 

燃料有効長頂部から

約 6.8m 上 

燃料有効長頂部の冠水 

遮蔽維持 

（目安：10mSv／h※） 

未臨界の維持 未臨界を維持 未臨界を維持 未臨界の維持 

※：必要な遮蔽が維持される使用済燃料プール水位は燃料有効長頂部の約 6.4m 上

第 12 表 評価結果（想定事故２） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

使用済燃料プール水位 
燃料有効長頂部から 

約 6.8m 上 

燃料有効長頂部から

約 6.6m 上 

燃料有効長頂部の冠水 

遮蔽維持 

（目安：10mSv／h※） 

未臨界の維持 未臨界を維持 未臨界を維持 未臨界の維持 

※：必要な遮蔽が維持される使用済燃料プール水位は燃料有効長頂部の約 6.4m 上
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4. 運転停止中原子炉の有効性評価における評価条件の変更前後の評価結果 

評価条件の変更前後における各重要事故シーケンスの評価結果を第 13 表

から第 15 表に示す。 

第 13 表 評価結果（崩壊熱除去機能喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

原子炉水位 
原子炉水位の低下 

なし 

燃料有効長頂部から

約 4.2m 上 

燃料有効長頂部冠水 

遮蔽維持 

（目安：10mSv／h※） 

未臨界の維持 未臨界を維持 未臨界を維持 未臨界の維持 

※：必要な遮蔽が維持される原子炉水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上

第 14 表 評価結果（全交流動力電源喪失） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

原子炉水位 
原子炉水位の低下 

なし 

原子炉水位の低下 

なし 

燃料有効長頂部冠水 

遮蔽維持 

（目安：10mSv／h※） 

未臨界の維持 未臨界を維持 未臨界を維持 未臨界の維持 

※：必要な遮蔽が維持される原子炉水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上 

第 15 表 評価結果（原子炉冷却材の流出） 

評価項目 変更前（申請時） 変更後 評価項目 

原子炉水位 
燃料有効長頂部から 

約 3.7m 上 

燃料有効長頂部から

約 2.2m 上 

燃料有効長頂部冠水 

遮蔽維持 

（目安：10mSv／h※） 

未臨界の維持 未臨界を維持 未臨界を維持 未臨界の維持 

※：必要な遮蔽が維持される原子炉水位は燃料有効長頂部の約 1.7m 上
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60. 炉心損傷後及び原子炉圧力容器破損後の注水及び除熱の考え方 

炉心損傷後及び原子炉圧力容器破損後における運転員の対応手順を

非常時運転手順書Ⅱ（以下「ＥＯＰ」という。）及び非常時運転手順書

Ⅲ（シビアアクシデント）（以下「ＳＯＰ」という。）に定めている。 

基本的な炉心損傷後の対応手順はＳＯＰに定めているが，炉心損傷

前後のインターフェースを明確にするため，ＥＯＰのＡＭ初期対応（Ｃ

４）（以下「ＥＯＰ（Ｃ４）」という。）の中で，ＳＯＰへの移行手順を

定めている。 

以下に，炉心損傷後及び原子炉圧力容器破損後における注水や除熱

の考え方を示す。 

1. 炉心損傷及び原子炉圧力容器破損前後の注水及び除熱の考え方 

(1) 炉心損傷後の対応について 

炉心損傷を判断した後においても，炉心損傷前と同様に原子炉注

水を実施し，炉心損傷の進展を防止する手順としている。 

そのため，原子炉注水手段を確保した上で，逃がし安全弁による

減圧操作を実施することで，原子炉注水を実施する手順にしている。

原子炉注水ができない場合においても，炉心損傷の有無に関わらず，

原子炉水位が燃料有効長底部から燃料有効長の 20%高い位置に到達

した場合には逃がし安全弁による原子炉減圧を実施し，継続して注

水手段の確保に努めることにしている。以上のことから，炉心損傷

前後による対応方針に違いはない。 

ただし，ＬＯＣＡ時に炉心が損傷した場合には，ヒートアップし

た炉心へ原子炉注水を実施することにより，炉内で発生する過熱蒸
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気がドライウェルに直接放出され格納容器圧力及び雰囲気温度の

上昇が考えられる。そこで，格納容器の健全性を確保するために，

ＬＯＣＡ時に炉心損傷を判断した場合には，原子炉注水とドライウ

ェルスプレイを同時に実施する手順を定めることにしている。この

場合の原子炉注水とドライウェルスプレイの優先順位は，格納容器

破損防止を優先するためドライウェルスプレイを優先させること

にしている。 

また，ＬＯＣＡ時に炉心が損傷し原子炉注水が実施できない場合，

いずれはリロケーションに伴う溶融炉心と原子炉圧力容器下部プ

レナム水との接触による発生蒸気がドライウェルに放出すること

を踏まえて，ドライウェルスプレイを実施する手順としている。 

(2) 原子炉圧力容器破損前の対応について 

通常運転時からペデスタル（ドライウェル部）内水位を 1m に維

持する構造としているが，炉心損傷判断後は，原子炉圧力容器破

損時の溶融炉心の冷却を考慮し，格納容器下部水位を確実に 1m 確

保するためにペデスタル（ドライウェル部）への注水を実施する

手順とする。 

(3) 原子炉圧力容器破損後の対応について 

原子炉圧力容器破損後は，ドライウェルへの原子炉冷却材の流

出及び溶融炉心とペデスタル（ドライウェル部）の事前水張り水

との相互作用により，格納容器圧力及び雰囲気温度が上昇するこ

とが考えられるため，原子炉圧力容器破損を判断した場合は格納

容器スプレイを優先して実施する手順としている。なお，原子炉
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圧力容器破損後に直接圧力が上昇するのはドライウェルであるた

め，格納容器スプレイはウェットウェル側よりもドライウェル側

を優先して実施する。 

また，ペデスタル（ドライウェル部）に落下した溶融炉心の冷

却維持のため，ペデスタル（ドライウェル部）注水を実施すると

もに，原子炉圧力容器内に残存する溶融炉心を冷却するため，原

子炉注水を並行して実施することにしている。 

3. 重大事故等対処設備における注水及び除熱手段の優先順位 

  非常用炉心冷却系等の注水機能が喪失した場合，炉心損傷に至る

可能性があり，その場合，重大事故等対処設備である低圧代替注水

系（常設），代替格納容器スプレイ冷却系（常設），格納容器下部注

水系（常設），代替循環冷却系の機能に期待し，炉心損傷の進展防止

及び格納容器破損防止を図る手順としている。これらの系統の主な

特徴を第 1 表に示す。 

第 1 表 注水及び除熱手段の特徴 

系統 注水先 ポンプ 水源 

低圧代替注水系（常

設） 
原子炉圧力容器 

常設低圧代替注水

ポンプ 
代替淡水貯槽 

代替格納容器スプレ

イ冷却系（常設）  
ドライウェル  

格納容器下部注水系

（常設） 

ペデスタル（ドライウェル

部） 

代替循環冷却系 

原子炉圧力容器 
代替循環冷却系ポ

ンプ 

サ プ レ ッ シ ョ

ン・プール 
ドライウェル  

サプレッション・プール 

低圧代替注水系（常設），代替格納容器スプレイ冷却系（常設）及

び格納容器下部注水系（常設）（以下「低圧代替注水系（常設）等」
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という）は常設低圧代替注水ポンプを共用しており，系統構成によ

り各注水先に同時に供給できるが，外部水源を用いた手段であるた

め，使用期間中に崩壊熱相当以上の注水を行った場合は，サプレッ

ション・プール水位が上昇することになる。一方，代替循環冷却系

は内部水源であるため，格納容器への水の持ち込みはないが，残留

熱除去系海水系又は緊急用海水系等の補機系の起動後に期待できる

系統となる。 

これらの特徴を考慮し，重大事故等対処設備における注水及び除

熱の優先順位を以下のとおり定めている。 

  早期の注水が必要な場合には，非常用炉心冷却系等の機能喪失要

因が不明確な状況においても早急に使用可能となる手段が求められ

ることから,補機系の起動を必要とせず，より独立性が確保されてい

る低圧代替注水系（常設）等を初期対応として優先させることにし

ている。その後，中長期における注水及び除熱手段としては，格納

容器への水の持ち込みを制限する観点から，代替循環冷却系による

対応を実施し，サプレッション・プールを水源とした対応に移行す

る手順としている。 

4. 原子炉圧力容器破損後における操作の優先順位 

  原子炉圧力容器破損に至る事態においては，原子炉圧力容器内に

おける溶融炉心の状態，原子炉圧力容器破損口の状態，ペデスタル

（ドライウェル部）への溶融炉心の落下量，格納容器圧力及び雰囲

気温度等，格納容器内の状態の不確かさが大きく，また，注水又は

除熱を実施可能な設備が限定されることが想定される。そのため，

注水及び除熱の優先順位を明確にし，手順に定めることにしている。 
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原子炉圧力容器破損判断後における運転操作の優先順位及びその

考え方を以下に示す。 

優先順位 1 ： 格納容器スプレイ※

優先順位 2 ： ペデスタル（ドライウェル部）注水 

優先順位 3 ： 原子炉注水 

※：1.(3)に記載のとおり，ウェットウェル側よりもドライウェル側のス

プレイを優先する 

原子炉圧力容器破損後におけるこれらの対応は可能な限り並行し

て実施すべきものであるが，スプレイを優先する理由は，ドライウ

ェルスプレイ又はウェットウェルスプレイを開始する状況は格納容

器過圧又は過温破損の防止及び早期の格納容器ベントを抑制するた

めの運転操作が必要な状況であり，これに即応する必要があるため

である。ドライウェルスプレイとウェットウェルスプレイでは，よ

り広い空間にスプレイすること等により，格納容器の圧力及び温度

の抑制効果が高いと考えられるドライウェルスプレイを優先するこ

ととしている。 

ペデスタル（ドライウェル部）への注水については，ペデスタル

（ドライウェル部）内水位が原子炉圧力容器破損前から確保されて

いることを考慮し，スプレイに次ぐ優先順位としている。 

原子炉圧力容器破損後の原子炉圧力容器への注水には，原子炉圧

力容器内の残存する溶融炉心の冷却及び原子炉圧力容器破損口から

の冷却材の流出することによるペデスタル（ドライウェル部）の溶

融炉心の冷却にも期待できると考えられるが，原子炉圧力容器破損

口からの冷却材の流出状況を確実に把握することは困難なことから，

ペデスタル（ドライウェル部）への必要な注水を実施した後の優先
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順位としている。 
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